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第１章 航空災害対策

第１節 基本的な考え方等

本章は、宮崎空港、宮崎空港隣接区域、宮崎空港周辺地域及びその他の地域において、航空機

の墜落炎上等により多数の死傷者を伴う大規模な災害（以下「航空災害」という。）が発生した場

合、又はまさに発生しようとしている場合に、早期に初動体制を確立してその拡大を防御し、被

害の軽減を図るための対策について、必要な事項を定めるものである。

宮崎空港等の用語の定義は次によるものとする。

・宮崎空港･･･国土交通省大阪航空局宮崎空港事務所が所有・管理する区域

・宮崎空港隣接区域･･･宮崎空港に隣接するごく狭い範囲の区域

・宮崎空港周辺地域･･･宮崎空港を中心とする半径９キロの管制圏（宮崎空港及びその隣接区域

を除く）

・その他の地域･･･県内における上記以外の地域

なお、本章に特別の定めのない事項については、【第２編 風水害・共通対策編】に基づき運用

する。
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第２節 航空災害予防計画

［施策の基本方針］

市の区域及び周辺区域において航空災害（航空機の墜落炎上等）が発生したことを想定し、県、

防災関係機関等と連携して、事故対策（被害拡大防止、事故処理）に向けた情報収集・連絡体制、

活動体制の整備を推進する。

［施策の体系・担当部署］

第１ 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え

１ 情報の収集・連絡体制の整備

市（危機管理課）は、航空災害が発生した場合に、人命救助、被害の拡大防止等を迅速に実施

するため、県及び防災関係機関と連携し、緊急時の情報連絡体制を整備する。

２ 活動体制の整備

市（危機管理課）は、次により活動体制の整備を図る。

ア 航空災害時における市職員の非常参集体制の整備

イ 救助・救急などの応急活動に関する近隣市町村や関係機関との相互応援協定の締結

ウ 航空災害を想定した訓練の実施

施策 担当部署（平常時）

第１ 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え 危機管理課
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第３節 航空災害応急対策計画

［施策の基本方針］

市の区域及び周辺区域において航空災害（航空機の墜落炎上等）が発生した場合は、県、防災

関係機関等と連携し、捜索、救助・救急・消火活動を進めるほか、事故処理に向けた諸活動を実

施する。

［施策の体系・担当部署］

第１ 災害発生直後の情報の収集・連絡

１ 通報連絡系統

航空災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の通報連絡系統は次のとおりである。

■航空災害の通報連絡系統 （空港及び隣接区域、空港周辺を除くその他地域で発生した場合）

２ 情報収集活動の実施

本部班は、消防対策部（消防対策班）と連携し、航空災害が発生した場合は消防職員等を墜落

現場に急行させ、緊急救命と現場の維持保全等を行いつつ、情報収集にあたる。

施策 担当部署（本部設置時）

第１ 災害発生直後の情報の収集・連絡 本部班

第２ 活動体制の確立 本部班

第３ 捜索、救助及び消火活動 消防対策班、消防水防対策班

第４ 警戒区域の設定等 本部班

第５ 関係者等への的確な情報伝達 本部班、企画広報班

事故発見者

消防本部
（中央消防署）

宮崎県警察本部

小 林 市

(社)西諸医師会

当該航空会社

宮崎県 宮崎海上保安部

宮崎空港事務所

県医師会

九州電力

自衛隊

日赤県本部

ＮＴＴ西日本

小林警察署

118番
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第２ 活動体制の確立

１ 災害対策本部の設置

市の区域及び周辺区域において航空災害が発生した場合は、市災害対策本部を設置し、県本部

と緊密に連携しつつ、市の全機能をあげて応急対策を実施する。

２ 災害対策現地合同調整本部への職員の派遣

本部班は、県の災害対策現地合同調整本部が設置された場合は、相互に連携し、迅速かつ的確

な応急対策を実施するため、市職員を派遣する。

■航空災害応急対策の組織体制

※航空機運航会社（運航管理責任者）は、事故当事者として宮崎県、小林市並びに関係

市町村も含む災害対策現地合同調整本部へ協力して速やかな事態の収拾にあたる。

第３ 捜索、救助及び消火活動

１ 捜索活動

消防対策部（消防対策班）及び消防水防対策部（消防水防対策班）は、航空機の墜落現場が不

明又は航空機の行方が不明になる遭難事故が発生した場合は、捜索活動を実施する。

２ 消火救難活動

消防対策部（消防対策班）及び消防水防対策部（消防水防対策班）は、航空災害に係る火災が

発生した場合は、次により消火救難活動を実施する。

ア 化学消防車、化学消火薬剤等による消火活動を重点的に実施する。

イ 地域住民及び旅客の生命、身体の安全確保を図るとともに、消防活動の円滑化を図るた

め、必要に応じて警戒区域を設定する。

ウ 災害の規模等が大きく、消防対策部（消防対策班）及び消防水防対策部（消防水防対策

班）の消防力のみでは対処できないと判断される場合には、県及び近隣の消防機関に迅速

に応援を要請する（宮崎県消防相互応援協定による）。

宮崎県災害対策本部

宮崎県現地災害対策本部 小林市災害対策本部

災害対策現地合同調整本部

宮崎県、関係市町村、消防、警察、
国土交通省宮崎空港事務所、
自衛隊えびの駐屯地、海上保安部、
日本赤十字社、宮崎県医師会、
(社)西諸医師会、ＮＴＴ西日本、
九州電力 等

航空機運航会社（運航管理責任者）
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３ 救急・救助活動

消防対策部（消防対策班）及び消防水防対策部（消防水防対策班）は、高規格救急車、救助工

作車等を投入し、警察等の防災関係機関と連携して、救急・救助活動を迅速に実施する。

第４ 警戒区域の設定等

１ 警戒区域の設定

本部班は、宮崎空港事務所と協力して危険防止措置を講ずるとともに、必要な場合は警戒区域

を設定し、一般市民等の立入制限又は一時退去を命ずる。

２ 地域住民等の避難誘導

避難誘導担当の各班は、航空機が人家密集地域に墜落した場合は、被害の拡大を防止するため、

迅速に立入禁止区域を設定し、地域住民等を迅速かつ的確に域外に避難誘導する。

第５ 関係者等への的確な情報伝達

１ 被災者及びその家族への対応

(1)被災者及びその家族への援助

本部班は、防災関係機関と連携し、被災者及びその家族の待機場所の確保、連絡手段の確保、

待機に必要な物資提供等の援助活動を実施する。

(2)関係機関との役割分担の明確化

本部班は、被災者及びその家族への援助における防災関係機関の役割分担を明確にするとと

もに、相互の連携を密にし、迅速かつ遺漏のない対応を心掛ける。

なお、被災者及びその家族の置かれている心情を十分理解し、誠意をもって適切な措置と、

対応に努める。

(3)被災者及びその家族への情報の提供

総合政策対策部（企画広報班）は、航空会社及び県等と連携し、被災者及びその家族に対し

航空災害及び救助作業等に係る情報をきめ細かく提供するように努める。また、被災者の心情

に配慮し、不必要な取材・報道行為を自粛する等、中立・公平性のある報道に心がけるよう要

請する。

２ 広報活動

総合政策対策部（企画広報班）は、災害応急対策の実施についての理解を求めるため、報道機

関を通じ、又は広報車の利用及び広報板の掲示等によって、市民、旅客及び送迎者等に対して、

次のような広報を行う。

ア 本部及び防災関係機関の実施する応急対策の概要

イ 避難指示等及び避難先の指示

ウ 乗客及び乗務員の住所、氏名

エ 地域住民等への協力依頼

オ その他必要な事項
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第２章 鉄道災害対策

第１節 基本的な考え方等

本章は、市の区域及び周辺区域において相当の人的・物的被害が生じるなど大規模な鉄道災害

が発生した場合に、被害の軽減又は拡大防止のため、県、鉄道事業者等と連携して実施すべき対

策について、必要な事項を定めるものである。

なお、本章に特別の定めのない事項については、【第２編 風水害・共通対策編】に基づき運用

する。



第２章 鉄道災害対策

第２節 鉄道災害予防計画

他-7

第２節 鉄道災害予防計画

［施策の基本方針］

本市を通過するＪＲ吉都線において鉄道災害（大規模な鉄道事故）が発生したことを想定し、

九州旅客鉄道株式会社、県等と連携して、事故対策（被害拡大防止、事故処理）に向けた情報収

集・連絡体制、活動体制の整備を推進する。

［施策の体系・担当部署］

第１ 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え

１ 情報の収集・連絡体制の整備

市（危機管理課）は、鉄道災害が発生した場合に、人命救助、被害の拡大防止等を迅速に実施

するため、県、鉄道事業者及び防災関係機関と連携した緊急時の情報連絡体制を整備する。

２ 活動体制の整備

市（危機管理課）は、次により活動体制の整備を図る。

ア 鉄道災害時における職員の非常参集体制の整備

イ 鉄道災害時における応急活動に関する役割分担など防災関係機関との連携体制の確立

施策 担当部署（平常時）

第１ 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え 危機管理課
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第３節 鉄道災害応急対策計画

［施策の基本方針］

ＪＲ吉都線において鉄道災害（大規模な鉄道事故）が発生した場合は、九州旅客鉄道株式会社、

県等と連携し、乗客等の救助・救急活動を進めるほか、事故処理に向けた諸活動を実施する。

［施策の体系・担当部署］

第１ 災害発生直後の情報の収集・連絡

１ 通報連絡系統

鉄道災害が発生した場合の通報連絡系統は次のとおりである。

■鉄道災害の通報連絡系統

２ 情報収集活動の実施

本部班は、消防対策部（消防対策班）と連携し、鉄道災害が発生した場合は、消防職員、消防

団員等を事故現場に急行させ、迅速な情報収集にあたる。

第２ 活動体制の確立

１ 災害対策本部の設置

市の区域及び周辺区域において鉄道災害が発生した場合は、市災害対策本部を設置し、県本部

と緊密に連携しつつ、市の全機能をあげて応急対策を実施する。

２ 災害対策現地合同調整本部への職員の派遣

本部班は、県の災害対策現地合同調整本部が設置された場合は、相互に連携し、迅速かつ的確

施策 担当部署（本部設置時）

第１ 災害発生直後の情報の収集・連絡 本部班

第２ 活動体制の確立 本部班

第３ 救急・救助活動 消防対策班、消防水防対策班

第４ 立入禁止区域の設定等 本部班

第５ 関係者等への的確な情報伝達 本部班、企画広報班

事故当事者
事故発見者

消防本部
（中央消防署）

宮崎県警察本部

小林市 宮崎県

関係機関

鉄道事業者

小林警察署
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な応急対策を実施するため、職員を派遣する。

第３ 救急・救助活動

１ 救急・救助活動

消防対策部（消防対策班）及び消防水防対策部（消防水防対策班）は、大規模な鉄道災害が発

生した場合は、警察・消防団等と連携して乗客、乗務員等の救出救助活動を迅速に行う。この場

合、高齢者、障がい者、負傷の程度が重い者等の救助を優先して行うほか、トリアージによる治

療優先度の判定等を迅速に行うものとする。

第４ 立入禁止区域の設定等

１ 立入禁止区域の設定等

本部班は、警察と連携して脱線した鉄道車両が住宅や道路に転落するおそれがある場合、又は

その他の被害が拡大するおそれがある場合等は、迅速に立入禁止区域を設定するとともに、避難

誘導担当の各班と連携して地域住民等に対する避難誘導を的確に行う。

第５ 関係者等への的確な情報伝達

１ 被災者及びその家族への対応

(1)被災者及びその家族への援助

本部班は、鉄道事業者等と連携して被災者及びその家族の待機場所の確保、連絡手段の確保、

並びに待機に必要な物資提供等の援助活動を実施する。

(2)関係機関との役割分担の明確化

本部班は、被災者及びその家族への援助における関係機関の役割分担を明確にするとともに、

相互の連携を密にし、迅速かつ遺漏のない対応を心掛ける。

なお、被災者及びその家族の置かれている心情を十分理解し、誠意をもって適切な措置と対

応に努める。

(3)被災者及びその家族への情報の提供

総合政策対策部（企画広報班）は、鉄道事業者及び県等と連携し、被災者及びその家族に対

して鉄道災害及び救助作業等に係る情報をきめ細かく提供する。また、被災者の心情に配慮し、

不必要な取材・報道行為を自粛する等、中立・公平性のある報道に心がけるよう要請する。

２ 広報活動

総合政策対策部（企画広報班）は、被害状況や救助活動状況等の情報は現地が主体となって報

道機関に対して提供することを基本とし、市民、旅客及び送迎者等に対して適切な広報を行う。
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第３章 道路災害対策

第１節 基本的な考え方等

本章は、市の区域及び周辺区域の道路において、相当の人的・物的被害が生じるなど大規模な

道路災害が発生した場合に、人命の救出・救助活動や緊急輸送のための道路の啓開、通行の禁止

又は制限など被害の軽減又は拡大防止のため、県、道路管理者等と連携して実施すべき対策につ

いて、必要な事項を定めるものである。

なお、本章に特別の定めのない事項については、【第２編 風水害・共通対策編】に基づき運用

する。
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第２節 道路災害予防計画

［施策の基本方針］

市の区域及び周辺区域の道路において道路災害（大規模な自動車事故）が発生したことを想定

し、県、道路管理者等と連携して、事故対策（被害拡大防止、事故処理）に向けた情報収集・連

絡体制、活動体制の整備を推進する。

［施策の体系・担当部署］

第１ 道路交通の安全のための情報の充実

市（建設課）は、道路施設等の異常を迅速に発見し、速やかに応急対策を図るため、県、九州

地方整備局、西日本高速道路株式会社等の防災関係機関と連携し、情報の収集・連絡体制の整備

を図る。

また、異常が発見され、災害が発生するおそれがある場合は、道路利用者にその情報を迅速に

提供するための体制の整備を図る。

第２ 事故災害等発生防止のための措置

１ 管理する施設の巡回及び点検

市（建設課）は、管理する施設の事故及び災害に対する安全性確保のため、次の巡回及び点検

を実施する。

ア 管理する施設について、所定の要領等に基づき定期的に巡回及び点検を実施する。特に、

山（崖）崩れ危険箇所等については重点的に行う。

イ 大規模な地震、洪水などの直後に、災害の施設への影響を確認するため、所定の要領等

に基づき巡回及び点検を実施する。

２ 安全性向上のための対策の実施

施設の巡回及び点検において詳細な調査が必要と判断された施設については詳細点検を行い、

その結果に基づき緊急性の高い箇所から計画的・重点的に対策の実施に努める。

第３ 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え

１ 情報の収集・連絡体制の整備

市（危機管理課、建設課）は、道路災害が発生した場合は、人命救助、被害の拡大防止等を迅

速に実施するため、県、道路管理者及び防災関係機関と連携し、緊急的に情報連絡体制を整備す

る。

施策 担当部署（平常時）

第１ 道路交通の安全のための情報の充実 建設課

第２ 事故災害等発生防止のための措置 建設課

第３ 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え 危機管理課、建設課
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２ 活動体制の整備

市（危機管理課、建設課）は次により活動体制の整備を図る。

ア 道路災害時における職員の非常参集体制の整備

イ 道路災害時における応急活動に関する役割分担など防災関係機関との連携体制の確立

ウ 応急対策のための資機材等の整備、備蓄
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第３節 道路災害応急対策計画

［施策の基本方針］

市の区域及び周辺区域の道路において道路災害（大規模な自動車事故）が発生した場合は、県、

道路管理者等と連携し、交通誘導や救助・救急活動を進めるほか、事故処理に向けた諸活動を実

施する。

［施策の体系・担当部署］

第１ 災害発生直後の情報の収集・連絡

１ 通報連絡系統

道路災害が発生した場合の通報連絡系統は次のとおりである。

■道路災害の通報連絡系統

２ 情報収集活動の実施

本部班は、消防対策部（消防対策班）と連携し、道路災害が発生した場合は、消防職員等を事

故現場に急行させ、情報の収集にあたる。

第２ 活動体制の確立

１ 災害対策本部の設置

本部班は、道路災害が発生した場合は、市災害対策本部を設置し、県本部と緊密に連携して、

全機能をあげて応急対策を実施する。

施策 担当部署（本部設置時）

第１ 災害発生直後の情報の収集・連絡 本部班

第２ 活動体制の確立 本部班

第３ 交通誘導等 建設班

第４ 救助・救急活動 消防対策班、消防水防対策班

第５ 関係者等への的確な情報伝達 本部班、企画広報班

第６ 高速自動車道災害対策計画 本部班

事故発見者

消防本部
（中央消防署）

宮崎県警察本部

小林市
宮崎県

国土交通省

関係機関

道路管理者

小林警察署
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２ 災害対策現地合同調整本部への職員の派遣

本部班は、県の災害対策現地合同調整本部が設置された場合は、相互に連携し、迅速かつ的確

な応急対策を実施するため、職員を派遣する。

第３ 交通誘導等

１ 一般市民等への情報提供

経済建設対策部（建設班）は、道路管理者が道路災害により当該道路の通行禁止措置を講じた

場合は、道路管理者及び防災関係機関と連携し、現地周辺にて迂回路への交通誘導等を行うとと

もに、救助作業関係車両の現地への速達性の確保に努める。

２ 迂回路の確保、障害物の除去等

経済建設対策部（建設班）は、道路管理者が通行禁止の措置を講じた場合の迂回路について、

その確保に協力し、円滑な道路交通確保に努める。

また、警察、消防、自衛隊等が行う被災者救助に際して、支障となる障害物の除去作業に協力

する。

３ 危険物の流出に対する応急対策

経済建設対策部（建設班）は、道路災害によりタンクローリー車等の危険物運搬車両が被災し、

危険物が流出した場合は、関係機関と連携して地域住民等の避難誘導等を実施する。また、消防

対策部（消防対策班）は、危険物の防除活動を関係機関と連携し、迅速に実施する。

４ 二次災害の防止

経済建設対策部（建設班）は、道路災害現場における救助・救急活動に当たって、がけ崩れ等

による二次災害を防止するため、監視員の配置や監視センサー設置等の措置を講ずる。

第４ 救助・救急活動

１ 救助活動

消防対策部（消防対策班）及び消防水防対策部（消防水防対策班）は、大規模な道路災害が発

生した場合は、警察署等と連携し、被災者等の救助・救急活動を迅速に行う。

第５ 関係者等への的確な情報伝達

１ 被災者及びその家族への対応

(1)被災者及びその家族への援助

本部班は、道路管理者等と連携し、被災者及びその家族の待機場所の確保、連絡手段の確保、

待機に必要な物資の提供等の援助活動を実施する。

(2)関係機関との役割分担の明確化

本部班は、被災者及びその家族への援助における市及び防災関係機関の役割分担を明確にす

るとともに、相互の連携を密にし、迅速かつ遺漏のない対応を心掛ける。
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なお、被災者及びその家族の置かれている心情を十分理解し、誠意をもって適切な措置と対

応に努める。

(3)被災者及びその家族への情報の提供

総合政策対策部（企画広報班）は、道路管理者及び国、県等と連携し、被災者及びその家族

に対して道路災害及び救助作業等に係る情報をきめ細かく提供する。また、被災者の心情に配

慮し、不必要な取材・報道行為を自粛する等、中立・公平性のある報道に心がけるよう要請す

る。

２ 広報活動

被害状況や救助活動の状況について、現地が主体となって報道機関に対して情報提供すること

を基本とし、総合政策対策部（企画広報班）は防災関係機関の一つとして、地域住民や被災者等

に対する広報を行う。

第６ 高速自動車道災害対策計画

市内の高速自動車道で道路災害が発生した場合には、本部班は西日本高速道路株式会社が実施

する次の災害応急対策について、国、県、防災関係機関と密に連携して被害の軽減と拡大防止に

努める。

ア 交通規制

イ 緊急通行車両のための道路の機能回復

ウ 救助・救急

エ 救急医療

オ 情報連絡

カ 広報
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第４章 危険物等災害対策

第１節 基本的な考え方等

本章は、市の区域及び周辺区域において、危険物等（石油・アルコール等の引火性物質、高圧

ガス・火薬類等の爆発性物質、毒劇物あるいは放射性物質等）の漏えい・流出・飛散、火災、爆

発による多数の死傷者等の発生といった危険物等災害が発生した場合に、被害の軽減又は拡大防

止のため、県等と連携して実施すべき対策について、必要な事項を定めるものである。

なお、本章に特別の定めのない事項については、【第２編 風水害・共通対策編】に基づき運用

する。
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第２節 危険物等災害予防計画

［施策の基本方針］

危険物等を取り扱う施設における危険物等の漏洩・流失、飛散による相当の人的被害が生じる

等の大規模な災害が発生した場合の被害軽減又は拡大防止を図るため、当該施設管理者、消防機

関等と連携して、情報収集・連絡体制、活動体制の整備を推進する。

また、施設管理者等に対し、災害の予防についての責務を十分認識させるため、防災教育等の

措置を講ずる。

［施策の体系・担当部署］

第１ 危険物等施設の安全性確保

市（危機管理課）は、県と連携し、消防法及び関係法令に基づき規制の強化、事業所に対する

指導の強化を行なう。具体的には、危険物施設の位置・構造・設備の状況及び危険物の貯蔵・取

扱いの方法が、危険物関係法令に適合しているか否かについて立入検査を実施し、必要な場合は

事業所の管理者等に対して災害防止上必要な助言又は指導を行う。

また、危険物施設の被害、機能障害を想定したマニュアル作成を指導、推進し、マニュアルに

基づく訓練、啓発などの実施励行により防災意識の高揚を図る。

第２ 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え

１ 情報の収集・連絡体制の整備

市（危機管理課）は、消防本部（中央消防署）と連携し、危険物等災害が発生した場合に、人

命救助、被害の拡大防止等を迅速に実施するため、県及び防災関係機関と連携した緊急時の情報

連絡体制を整備する。

２ 活動体制の整備

市（危機管理課）は、消防本部（中央消防署）と連携し、次により活動体制の整備を図るよう

努める。

ア 危険物等災害時における職員の非常参集体制の整備

○参集基準の明確化

○応急活動のためのマニュアル作成、職員への周知（資機材、装備の使用方法の習熟等）

○関係機関等との連携強化

イ 危険物等災害に必要な資機材の整備

○防護用機材（生化学防護服、特殊型防護ガスマスク等）

○救助・救急用機材（ガス等測定器、送排風機、消火器、毛布等）

施策 担当部署（平常時）

第１ 危険物等施設の安全性確保 危機管理課

第２ 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え 危機管理課

第３ 防災知識の普及 危機管理課
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３ 消火体制の整備

市（危機管理課）は、消防本部（中央消防署）と連携し、危険物等災害による出火に備えるた

め、危険物等の製造所、貯蔵所及び取扱所が多い地域の消防計画を作成し、その推進を図る。

ア 出火防止体制の整備（事業所等に対する安全管理指導、高圧ガス等の貯蔵・取扱いの指導）

イ 消防力の充実強化

ウ 消防水利の確保

４ 防災訓練の実施

市（危機管理課）及び消防本部（中央消防署）は、危険物等災害の発生を防止し、災害発生時

の被害の軽減及び鎮圧活動を円滑に実施するため、防災関係機関と連携して訓練を実施する。

(1)訓練の方法

訓練計画を定め、単独又は共同で実施する。

(2)訓練の種別

ア 緊急通信訓練

イ 避難救助訓練

ウ 資機材調達輸送訓練

エ 火災防御訓練（危険物、高圧ガス等）

オ 総合訓練

カ その他

第３ 防災知識の普及

市（危機管理課）及び消防本部（中央消防署）は、県及び危険物等の施設管理者と連携し、講

習会・研修会等を開催するなど、防災教育を実施する。

■防災教育の種別

消防法関係 ・危険物取扱者保安講習、防火管理者講習

高圧ガス関係 ・関係事業所の従業員に対する、高圧ガス等に関する講習会・研修会等

労働安全衛生関係 ・雇入れ時及び作業内容変更時の安全衛生教育

・職長等の教育

・化学設備関係第一種圧力容器取扱作業主任者、特定化学物質等作業主

任者及び四アルキル鉛等作業主任者の技能講習及び能力向上教育

・特殊化学設備の取扱い、修理、整備の業務の特別教育
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第３節 危険物等災害応急対策計画

［施策の基本方針］

危険物等の漏洩・流失、飛散による大規模な災害が発生した場合は、当該施設管理者、消防機

関等と連携し、速やかに被害軽減又は拡大防止を図るための措置を講ずる。

［施策の体系・担当部署］

第１ 発災直後の災害情報の収集・連絡

本部班は、危険物等に対する専門的知識に基づき、危険物等災害情報の収集・連絡に努める。

１ 危険物等災害発生直後の被害情報の収集

ア 危険物等の施設管理者は、自己の管理施設で事故災害等発生の通報を受けた場合は、職

員に出動を指示するとともに、事故災害等状況の確認を行い、直ちに市及び関係機関に通

報する。

イ 本部班は、消防対策部（消防対策班）と連携し、事故発生状況、人的被害の状況等の情

報を収集するとともに、被害規模に関する概括的な情報を含め、把握できた範囲から直ち

に電話等により県へ連絡する。ただし、消防機関に通報が殺到する場合は、直接消防庁へ

報告する。報告は、「事故等即報要領」により、災害発生後直ちに無線電話又はファックス

等で行う。

ウ 県は、本部班及び消防対策部（消防対策班）等から情報収集するとともに、自らも必要

な被害規模に関する概括的な情報を把握して、消防庁へ報告する。

エ 県は、県警ヘリコプターによる目視、撮影等による情報収集を行うとともに、必要に応

じて、自衛隊が所有するヘリコプターの出動を要請する。

オ 県及び本部班は、必要に応じて画像情報の利用による被害規模の把握を行う。

２ 通報連絡系統

危険物等災害発生時の通報連絡系統は次のとおりである。

施策 担当部署（本部設置時）

第１ 発災直後の災害情報の収集・連絡 本部班

第２ 活動体制の確立 本部班

第３ 災害の拡大防止活動 本部班

第４ 救助・救急及び消火活動 保健・救護班、消防対策班、消防水防対策班、本部班

第５ 危険物等の大量流出に対する応急対策 本部班、生活環境対策班

第６ 避難収容活動 本部班、地方創生班、福祉対策班、高齢者対策班、こ

ども対策班、学校教育班、社会教育班、消防水防対策

班

第７ 被災者等への的確な情報伝達活動 企画広報班
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■危険物施設

■高圧ガス施設

■火薬類施設

事故発生当事者等の

通報義務者

消防本部（中央消防署）
(災害発生地の消防機関)

県警察本部

小林市

県(危機管理局) 消 防 庁

小林警察署

関係機関

関係機関

小林警察署

事故発生当事者等の

通報義務者

消防本部（中央消防署）
(災害発生地消防機関)

県警察本部

小林市

県(危機管理局)

消 防 庁

関係機関

九州地区高圧ガス
防災協議会宮崎県支部

防災指定事業所

宮崎県一般高圧ガス保安協会

宮崎県ＬＰガス協会

宮崎県冷凍保安協議会

宮崎県高圧ガス流通保安協会

経済産業省

九州産業保安監督部

通報体制

応援依頼

小林警察署

事故発生当事者等の

通報義務者

消防本部（中央消防署）
(災害発生地消防機関)

県警察本部

小林市

県(危機管理局)

消 防 庁

関係機関

関係機関

経済産業省

九州産業保安監督部
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■毒劇物施設

３ 即報基準

事故等即報を報告すべき基準は、次のとおりである。危険物に係る次の事故のうち、周辺地域

住民に影響を与えたもの、その他大規模なものが相当する。

ア 危険物等施設の事故

イ 無許可施設の事故

ウ 危険物等運搬中の事故

第２ 活動体制の確立

本部班は、市内で危険物等災害が発生した場合は、第一次的に被害予防・応急対策を実施する

機関として、災害対策本部等を設置し、他市町村、県等の防災関係機関及び市内の公共的団体及

び市民等の協力を得て、市の全機能をあげて被害予防・応急対策の実施に努める。

第３ 災害の拡大防止活動

本部班は、警察署及び消防対策部（消防対策班）と連携し、危険物等が漏洩、流出又は飛散し

た場合は、直ちに立入禁止区域を設定し、被害の拡大防止に努める。

第４ 救助・救急及び消火活動

消防対策部（消防対策班）及び消防水防対策部（消防水防対策班）は、県、警察署、その他の

防災関係機関と連携し、事故災害発生による捜索、救助、医療救護、消火等の救援活動を迅速か

つ的確に実施する。

１ 消火活動

消防対策部（消防対策班）及び消防水防対策部（消防水防対策班）は、消火活動に当たっては、

危険物等の性状を十分考慮し、化学消防車等を活用するほか、職員の安全確保に努める。

事故発生当事者等の

通報義務者

消防本部（中央消防署）

(災害発生地消防機関)

県警察本部

小林市

県医療薬務課

県危機管理局

消 防 庁

小林警察署

関係機関

関係機関

厚生労働省県保健所
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２ 救助・救急活動

消防対策部（消防対策班）、消防水防対策部（消防水防対策班）及び警察署は、救出救助活動

等に当たっては、生化学防護服、特殊型防護ガスマスク、ガス等測定器、送排風機等の装備資機

材を有効に活用し、被災者及び職員の安全確保に努める。

本部班は、必要と判断した場合は、県に対して救助活動に関する次の措置を講ずるよう要請す

る。

ア 県防災救急ヘリコプターの出動

イ 広域航空消防応援の要請

ウ 相互応援協定に基づく近隣県への応援要請

エ 自衛隊法第 83条に基づく自衛隊に対する災害派遣要請

３ 緊急輸送活動

負傷者等の搬送、救護班の派遣、その他救援活動のための要員や物資・資機材の輸送等の緊急

輸送活動は、災害応急対策を実施する各機関が行う。

４ 医療救護活動

健康福祉対策部（保健・救護班）は、災害による医療救護を要する傷病者が突発的かつ集団的

に発生した場合、「西諸医師会災害医療計画」及び「災害時における医療救護に関する協定書（平

成 23年 12 月 28 日締結）」に基づき、西諸医師会に対して医療救護班の派遣を要請し、迅速かつ

的確に医療救護体制を確立し、他の関係機関との連絡と協力を密にして医療救護を行う。

第５ 危険物等の大量流出に対する応急対策

本部班及び市民生活対策部（生活環境対策班）は、危険物等が河川等に大量流出した場合は、

直ちに関係機関と協力の上、環境モニタリング、危険物等の処理等必要な措置を講ずる。その際、

関係行政機関等からなる大淀川水系水質汚濁防止対策連絡協議会等を有効に活用し、迅速に対応

する。

また、防除措置の実施に当たっては、必要な資機材を迅速に調達し、危険物等の拡散を最小限

に抑える措置を講ずる。

第６ 避難収容活動

避難誘導担当の各班は、危険物の種類、事故状況、地形、気象等による難易度に差があること

に留意し、次のとおり危険物等災害時における市民等の避難誘導を実施する。

１ 避難誘導

避難誘導に当たっては、火流若しくはガス流の方向を予測し、可能な限り主火流・ガス流と直

角方向になるように行う。なお、火勢あるいは流出が激しく、延焼・拡散範囲が広く、市民等の

安全確保が困難な場合は、相当の時間的余裕をもって避難するよう指示する。

避難誘導は、次の手段で行う。
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(1)防災行政無線、市メール配信サービス

事故発生を知らせ、市民等を安全地帯に誘導する。

(2)広報車、パトカーや携帯拡声器

総合政策対策部（地方創生班）は、広報車やパトカーで知らせたり、携帯拡声器を携行し、

延焼・拡散のおそれのある地域の住民等を安全地帯に誘導する。

(3)航空機

県警察本部は、延焼・拡散地域が広範囲に及ぶと予想されるような場合は、航空機による上

空からの避難誘導を行う。

第７ 被災者等への的確な情報伝達活動

総合政策対策部（企画広報班）は、県及び防災関係機関と連携し、二次災害の危険性に関する

情報、安否情報、交通施設等の公共施設等の復旧状況、医療機関などの情報、それぞれの機関が

講じている施策に関する情報、交通規制等、被災者等に役立つ正確かつきめ細やかな情報を適切

に提供する。

その際は、高齢者、障がい者、外国人等の要配慮者に配慮した伝達を行う。
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第５章 大規模な火事災害対策

第１節 基本的な考え方等

本章は、市の区域及び周辺区域において、大規模な火災が発生した場合に、被害の軽減又は拡

大防止のため、県等と連携して実施すべき対策について、必要な事項を定めるものである。

なお、本章に特別の定めのない事項については、【第２編 風水害・共通対策編】に基づき運用

する。
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第２節 大規模な火事災害予防計画

［施策の基本方針］

市の区域及び周辺区域おいて、相当の人的、物的被害が生じる等の大規模な火災が発生したこ

とを想定し、県、防災関係機関と連携して、大規模な火事に強いまちづくりや消火体制の整備等

を推進する。

［施策の体系・担当部署］

第１ 大規模な火事に強いまちづくり

１ 防災空間の確保

市（建設課）は、大規模な火事に強いまちづくりを進めるために不可欠である防災空間を確保

するため、これらを形成する道路、公園、河川等の根幹的な公共施設の整備を推進する。

ア 緑地保全地区の指定

イ 延焼遮断空間を形成する公園や道路などの整備の推進

ウ 防災通路や避難路となる道路の整備の推進

エ 防災拠点や避難地となる都市公園、緑地の整備の推進

オ 消防活動空間確保のための道路整備

２ 都市再開発の促進

市（建設課）は、市街地の大規模な火災への対処等のため、木造密集市街地の延焼拡大等によ

り他に大きな被害を及ぼす危険性の高い地域を対象に、面的な整備を推進する。

ア 土地区画整理事業の推進（土地区画整理法）

イ 市街地再開発事業の推進（都市再開発法）

３ 避難地、避難路の整備

市（建設課）は、夜間・昼間の人口の分布及び道路、避難地として活用可能な公共施設の整備

状況を勘案し、避難地及び避難路等の整備に関する計画を作成するとともに、整備推進を図る。

(1)避難地等の整備

延焼火災から避難者の生命を保護するため、次の設置基準に従って避難地の整備を行う。

ア 避難地は、集合した人の安全がある程度確保されるオープンスペースを持った学校、公

園、緑地等とする。

イ 避難地は、広域避難地までの中継地点として位置づけ、誘致距離は 500m 以内、規模は１

～２ha 程度とする。

施策 担当部署（平常時）

第１ 大規模な火事に強いまちづくり 建設課

第２ 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え（消火

体制の整備）

危機管理課、消防団、消防本部（中央消防署）

第３ 市民の防災活動の促進 危機管理課、消防団、消防本部（中央消防署）
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なお、密集市街地等においては、必要に応じて広域避難地（おおむね 10ha 以上の有効面

積）の整備を検討する。

(2)避難路の整備、確保

広域避難地を指定した場合は、市街地の状況を勘案の上、避難路（おおむね 15m 以上の幅員

を有し、付近に延焼危険のある建物、危険物施設がない道路）を選定し、整備する。

市職員、警察官、消防職員その他避難の措置の実施者は、迅速かつ安全な避難ができるよう、

通行の支障となる行為を排除し、避難路の通行に努める。

４ 建築物の不燃化の促進

(1)防火、準防火地域の指定

市（建設課）は、県と連携し、建築物が密集しているなど火災により多くの被害が生じるお

それのある地域を防火地域及び準防火地域に指定し、耐火建築物又は準耐火建築物の建築を促

進する。

この防火地域は、集団的地域としての「建築密集地域」「公共施設等重要施設の集合地域」あ

るいは路線的な地域としての「幹線道路沿いの商業施設等の連たんする地域」等、都市防災上

の観点から特に指定が必要と考えられる地域について指定を進める。また準防火地域は、防火

地域以外の商業地域、近隣商業地域及び建物が密集し、また用途が混在し火災の危険が予想さ

れる地域等について指定を進める。

第２ 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え（消火体制の整備）

１ 消防計画の作成

市（危機管理課）、消防団及び消防本部（中央消防署）は、大規模火災に備え、次の項目につ

いて計画を作成し、その推進を図る。

ア 消防組織の整備強化

イ 消防施設整備計画

ウ 火災警報等計画

エ 消防職員、団員招集計画

オ 出動計画

カ 応援部隊受入誘導計画

キ 特殊地域の消防計画

ク 異常時の消防計画（強風時、乾燥時、飛火警戒、断水・減水時等）

ケ その他の消防計画（林野火災、車両火災、航空機火災等）

コ 消防訓練計画

サ 火災予防計画（防火思想普及、予防査察等）

２ 出火防止体制の整備

(1)一般家庭に対する指導

市（危機管理課）、消防団及び消防本部（中央消防署）は、出火防止のため、防災訓練や広報

媒体を通じて、一般家庭に次の事項の知識の普及に努める。
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ア 住宅用火災警報器の設置徹底及び適切な維持管理

イ 住宅用消火器をはじめとした住宅用防災機器等の普及

ウ 灯油等の危険物の安全管理、可燃物の転倒落下防止策、ストーブ上での洗濯物乾燥の厳

禁、ガスの元栓の閉止等の指導徹底

エ 火を使う場所での不燃化及び整理整頓

オ カーテン等防炎物品及び防炎製品の普及

カ 発災時において、ゆれを感じたとき、ゆれが止んだとき、燃え始めたときのそれぞれの

機会における出火防止及び消火装置の徹底

(2)事業所等に対する指導

市（危機管理課）は、多数の者が利用する学校、病院等の施設については、防火管理者を必

ず選任させ、自衛消防に関する組織、地震対策等も含んだ消防計画の作成、避難訓練の実施、

消防用設備の整備、火気の使用監督等について、十分指導を行う。

また、予防査察を実施し、消防計画に基づく消火、避難等の訓練の実施、火気の使用又は取

扱いに関する指導を行うとともに、消防法の規定に基づく消防用設備等を整備させ、これらの

施設に対する防火体制を推進する。

さらに、化学薬品を保管している事業所、教育機関、研究機関等に対しては、地震による容

器の破損が生じないよう、管理を適切かつ厳重に行うよう指導する。

(3)高圧ガス、毒劇物等の貯蔵又は取扱いの指導

市（危機管理課）は、消防法等の規定に基づき、一定数量以上の危険物、圧縮アセチレンガ

ス、液化石油ガス等の高圧ガス、シアン化水素やアンモニア等の毒物劇物等を貯蔵し又は取り

扱う者に対して規制を行い、適切な査察指導等を行って、火災発生の未然防止を図る。

(4)消防同意制度の活用

市（危機管理課）、消防団及び消防本部（中央消防署）は、消防法の規定に基づき、建築計画

を防火上の見地からチェックし、同制度の効果的な運用を図り、消防用設備等の設置等建築物

に関する火災予防を推進する。

(5)防炎物品の普及及び管理指導

市（危機管理課）、消防団及び消防本部（中央消防署）は、消防法の規定に基づき、防炎性能

を有する物品等を設置しなければならない防火対象物に対し、その設置及び管理を指導すると

ともに、火災発生及び拡大の防止に努めるよう指導を行う。

３ 消防力の充実強化

市（危機管理課）、消防団及び消防本部（中央消防署）は、必要に応じて消防職員及び消防団

員を県消防学校及び消防大学校に派遣し、知識及び技能の向上を図るとともに、一般教養訓練の

計画を策定し、実施する。

４ 地域の初期消火力の向上

自主防災組織は、消火器、バケツ、可搬ポンプ等の消火資機材を備えるとともに、防火用水の

確保、風呂水のためおきなど地域ぐるみで推進する。
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また、事業所においても、地域の自主防災組織等との連携を図り、自らの初期消火力の向上に

努める。

第３ 市民の防災活動の促進

１ 火災予防運動の推進

市（危機管理課）、消防団及び消防本部（中央消防署）は、消防庁の提唱で全国一斉に実施さ

れている春季及び秋季の火災予防運動の他、県、関係機関等と連携し、市民等に対する火災予防

思想の普及をはじめ、消防機関による建物の予防査察の実施、各事業所における消火、通報、避

難の各種訓練等、多彩な行事を実施し、火災予防に努める。

火災予防運動の重点目標は、次のとおりとする。

ア 住宅防火対策の推進

イ 地域における防火安全体制の充実

ウ 物品販売店舗・旅館・ホテル等不特定多数の者が出入りする防火対象物に係る防火安全

対策の徹底

エ 社会福祉施設、病院等自力避難が困難な者が多数入所している施設における防火安全対

策の徹底

オ 乾燥及び強風時の火災発生防止対策の推進

２ 民間防火組織の育成・強化

市（危機管理課）、消防団及び消防本部（中央消防署）は、県が推進している「宮崎県女性防

火クラブ連絡協議会」の設立をはじめ、幼年消防クラブ、少年消防クラブ及び婦人防火クラブの

育成強化等の取り組みに協力し、民間の防災組織の育成・強化に努める。

３ 防火管理者制度の充実・強化

市（危機管理課）は、収容人員が 30～50 人以上となる事業所等（消防法では有資格者の中か

ら防火管理者を選任して防火管理の業務を行わなければならない）を対象に防火管理者資格認定

講習会を実施するなど、防火管理者制度の充実強化に努める。
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第３節 大規模な火事災害応急対策計画

［施策の基本方針］

市の区域及び周辺区域おいて、大規模な火災が発生した場合、県、関係機関と連携し、速やか

に被害軽減又は拡大防止を図るための措置を講ずる。

［施策の体系・担当部署］

第１ 活動体制の確立

本部班は、市の区域に大規模な火事災害が発生した場合は、第一次的に被害予防・応急対策を

実施する機関として、災害対策本部等を設置し、必要に応じて他の市町村、県等防災関係機関並

びに区域内の公共的団体及び市民等の協力を得て、その有する全機能をあげて被害予防・応急対

策の実施に努める。

第２ 災害情報の収集・連絡

１ 気象に関する情報の伝達と火災防止のための措置

(1)火災気象通報及び火災警報の収集・伝達

本部班は、県を通じて宮崎地方気象台から発表される火災気象通報を収集し、市町村が発令

する火災警報を伝達する。

■火災気象通報・火災警報の概要

施策 担当部署（本部設置時）

第１ 活動体制の確立 本部班

第２ 災害情報の収集・連絡 本部班

第３ 消火活動 消防対策班、消防水防対策班

第４ 避難収容活動 本部班、地方創生班、福祉対策班、高齢者対策

班、こども対策班、学校教育班、社会教育班、消防

水防対策班

第５ 被災者等への的確な情報伝達活動 企画広報班

第６ ごみ・災害廃棄物処理等に関する活動 生活環境対策班

火
災
気
象
通
報

消防法に基づいて宮崎地方気象台が、気象の状況が火災の予防上危険であると

認めるとき（具体的には下記の条件)に、その状況を直ちに知事に通報するもので

ある。知事は、この通報を受けたときは直ちにこれを市町村長に通報する。

＜宮崎地方気象台の基準＞

「乾燥注意報」及び「陸上を対象とした強風注意報」の基準と同一であり、

通報基準に該当又は該当するおそれがある場合に火災気象通報として通報す

る。なお、降水、降雪が予想される場合は、火災気象通報としては通報しな

い。

火
災
警
報

消防法に基づいて市町村長が火災気象通報を受けたとき、又は気象状況が火災

の予防上危険であると認めるとき、一般に対して警戒を喚起するために行う警報

をいう。
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(2)被害の未然防止、拡大防止のための市民への呼びかけ

本部班（市長又は市の規則により委任を受けた消防長）は、火災気象通報を受けたとき、又

は気象状況が火災の予防上危険であると認めるときは、防災行政無線、広報車、市メール配信

サービス等を用いて市民に対して火の元の確認などを呼びかけ、被害の未然防止・拡大防止を

図る。

２ 大規模な火事発生直後の被害情報等の収集

本部班は、火災の発生状況、人的被害の状況等の情報を収集するとともに、被害規模に関する

概括的情報を含め、把握できた範囲から直ちに県へ連絡する。ただし、消防機関へ通報が殺到す

る場合は、直接消防庁へ報告する。

消防庁等への報告に当たっては、「火災・災害等即報要領」により、災害発生後直ちに無線電

話、ファクシミリ等によって行う。

第３ 消火活動

大規模火災等の発生時における消防対策部（消防対策班）及び消防水防対策部（消防水防対策

班）による消火活動については、次のとおりとする。

１ 大規模火災への対応

火災の発生状況に応じて、次の原則に則りそれぞれの防御計画に基づき鎮圧に当たる。

(1)避難地及び避難路確保優先の原則

火災が延焼拡大している地区は市民の避難誘導を直ちに開始し、必要に応じ避難地及び避難

路の確保等市民の安全確保を最優先とする活動を行う。

(2)重要地域優先の原則

同時に複数の延焼火災を覚知した場合は、重要かつ危険度の高い地域を優先に消火活動を行う。

(3)市街地火災消火活動優先の原則

大工場、大量危険物貯蔵取扱施設等から出火し、多数の消防隊を必要とする場合は、市街地

に面する部分及び市街地の延焼火災の消火活動を優先とし、部隊を集中して消火活動に当たる。

(4)重要対象物優先の原則

重要対象物周辺と他の一般市街地から同時に出火した場合は、重要対象物の防護上に必要な

消火活動を優先する。特に危険物の漏えい等により災害が拡大し又はそのおそれのある地区は、

市民等の立入禁止、避難誘導等の安全措置を講ずる。

(5)火災現場活動の原則

出場隊の指揮者は、火災の態様を把握し、人命の安全確保を最優先とし、転戦路を確保した

延焼拡大阻止及び救助・救急活動の成算等を総合的に判断し、行動を決定する。 特に救護活動

の拠点となる病院及び防災活動の拠点となる施設等の火災防御を優先して行う。

火災規模と対比して消防力が優勢と判断したときは、積極的に攻勢的現場活動により火災を



第５章 大規模な火事災害対策

第３節 大規模な火事災害応急対策計画

他-31

鎮圧する。

火災規模と対比して消防力が劣勢と判断したときは、市民の安全確保を最優先とし、道路、

河川、耐火建造物、空地等を活用し、守勢的現場活動により延焼を阻止する。

２ 異常時の消防活動

平均風速が 10ｍを越える強風下の火災は、風速に比例して延焼速度を増し火粉の発生により、

飛火延焼の可能性が強く、風下へ一方的に延焼し、防御活動は極めて困難であることに鑑み、火

勢の状況を把握することに努め、主流に対して側面狭撃の態勢をもって防圧に当たり、風下方面

は、事前注水部隊及び飛火警戒部隊をもって延焼阻止に努め、また、風位の変化により延焼方向

の変化に備えるため、別に予備隊を編成して待機せしめるものとする。

同時多発火災発生のおそれがある場合は、続発火災及び増援部隊の必要性を考慮して残留部隊

を確保するため、応援部隊をもって増強し、臨機即応の出動態勢の強化を図る。

第４ 避難収容活動

避難誘導担当の各班は、出火点の位置、延焼状況、地形、気象等による難易度に差があること

に留意し、次のとおり大規模火災時における市民等の避難誘導を実施する。

１ 避難誘導

避難誘導に当たっては、火流の方向を予測し、可能な限り主火流と直角方向になるように行う。

なお、火勢が激しく、延焼範囲が広く、市民等の安全確保が困難な場合は、相当の時間的余裕を

もって避難するよう指示する。

避難誘導は、次の手段で行う。

(1) 防災行政無線、市メール配信サービス

火災発生を知らせ、市民等を安全地帯に誘導する。

(2)広報車、パトカーや携帯拡声器

総合政策対策部（地方創生班）は、広報車やパトカーで知らせたり、携帯拡声器を携行し、

延焼・拡散のおそれのある地域の市民等を安全地帯に誘導する。

(3)航空機

県警察本部は、延焼地域が広範囲に及ぶと予想されるような場合、航空機による上空からの

避難誘導を行う。

第５ 被災者等への的確な情報伝達活動

総合政策対策部（企画広報班）は、被災者のニーズを十分把握し、大規模な火事災害の状況、

安否情報、ライフラインや交通施設等の公共施設等の復旧状況、医療機関などの情報、それぞれ

の機関が講じている施策に関する情報、交通規制等被災者等に役立つ正確かつきめ細やかな情報

を適切に提供する。

その際は、高齢者、障がい者、外国人等の要配慮者に配慮した伝達を行う。
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第６ ごみ・災害廃棄物処理等に関する活動

市民生活対策部（生活環境対策班）は、大規模火災等により発生するごみ・災害廃棄物の処理

等について、県が中心となる次の取り組みに協力する。

ア 被害状況の把握

イ 環境モニタリングの実施

ウ 被災工場・事業場に対する措置

エ 廃棄物処理に伴う環境汚染防止の指導

オ 建築物の解体撤去工事等に対する措置

カ 環境情報の広報
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第４節 大規模な火事災害復旧・復興計画

［施策の基本方針］

大規模な火事災害による災害復旧・復興については、【第２編 第４章「災害復旧・復興計画」】

によるほか、次のとおりとする。

［施策の体系・担当部署］

第１ 地域の復旧・復興の基本的方向の決定

本項目については、【第２編 第４章 第１節「地域の復旧・復興の基本的方向の決定」】を参照

する。

第２ 迅速な現状復旧の進め方

本項目については、【第２編 第４章 第２節「迅速な現状復旧の進め方」】を参照する。

第３ 計画的復興の進め方

本項目については、【第２編 第４章 第３節「計画的復興の進め方」】を参照する。

第４ 被災者の生活再建支援計画

本項目については、【第２編 第４章 第４節「被災者の生活再建支援計画」】を参照する。

第５ 被災中小企業の復興

本項目については、【第２編 第４章 第５節「被災中小企業の復興」】を参照する。

第６ 事後の監視等の実施

市（危機管理課）は、応急対策による措置が終了した後においても、必要に応じて防災関係機

関との相互の連携のもと、漂着油の自然浄化の状況等環境への影響の把握に努める。

また、必要に応じて補完的な対策を講ずる。

施策 担当部署（平常時）

第１ 地域の復旧・復興の基本的方向の決定 企画政策課

第２ 迅速な現状復旧の進め方 企画政策課、関係各課

第３ 計画的復興の進め方 企画政策課、関係各課

第４ 被災者の生活再建支援計画 関係各課

第５ 被災中小企業の復興 関係各課

第６ 事後の監視等の実施 危機管理課
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第６章 林野火災対策

第１節 基本的な考え方等

ひとたび林野火災が発生すると、地理的条件によっては消火活動が困難なことから、貴重な森

林資源をいたずらに焼失することになる。また、火災の拡大状況によっては、人家への延焼等、

市民の生命、財産に甚大な損害を及ぼす可能性もある。

本章は、市の区域及び周辺区域において火災による広範囲にわたる林野の焼失等といった林野

火災が発生した場合に、被害の拡大防止のため、県等と連携して実施すべき対策について必要な

事項を定めるものである。

なお、本章に特別の定めのない事項については、【第２編 風水害・共通対策編】に基づき運用

する。
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第２節 林野火災予防計画

［施策の基本方針］

森林資源の重要性並びに林野火災の特殊性を考慮し、積極的に予防対策を推進する。

［施策の体系・担当部署］

第１ 林野火災に強い地域づくり

１ 林野火災対策にかかる事業計画の作成と推進

市（危機管理課）は、県地域防災計画に基づいて、次の内容からなる「林野火災特別地域対策

事業計画」を作成し、林野火災防止対策を推進する。

ア 防火思想の普及宣伝、巡視、監視等林野火災の予防に関する事項

イ 火災予防上の林野管理に関する事項

ウ 消防施設・設備の整備に関する事項

エ 火災防御訓練に関する事項

オ その他林野火災の防止に関する事項

２ 防火機能を有する林道、森林の整備

市（危機管理課）は、国、県等と連携し、林野火災発生時における消火活動を容易にするため、

林道及び作業道の整備について積極的に取り組む。

また、防火線、防火樹帯設置や造林地における防火樹等の導入に関する指導を行うなど、防火

森林の整備に努める。

３ 監視体制の強化

市（危機管理課）は、林野火災発生のおそれがあるときは、巡視、監視を強化するとともに、

次の事項を実施する。

(1)火災警報の発令等

気象状況等が火災予防上危険であると認めるときは、火災警報の発令、市民及び入山者への

周知等必要な措置を講ずる。

(2)火災警報の周知徹底

市民、入山者への火災警報の周知は、市メール配信サービスやサイレン等消防信号を活用す

るほか、報道機関への広報依頼、広報車による巡回広報、防災行政無線等を通じて徹底を図る。

施策 担当部署（平常時）

第１ 林野火災に強い地域づくり 危機管理課

第２ 災害防止のための気象情報等の充実 危機管理課

第３ 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え 危機管理課、 消防団、 消防本部（中央消防署）

第４ 市民の防災活動の促進 危機管理課、 消防団、 消防本部（中央消防署）
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(3)火入れの対応

火入れによる出火を防止するため、森林法（昭和 26年法律第 249 号）第 21 条に基づく市長

の許可については、事前に消防機関と時期、許可条件等について十分な調整を行い、火入れ者

に許可条件等の厳守を指導する。

また、火入れの場所が隣接市町村に近接している場合には、関係市町村に通知する。

(4)火の使用制限

気象条件によっては、入山者等に火を使用しないよう指導する。

また、火災警報発令時等の特に必要と認めるときには、一定区域内のたき火、喫煙など火の

使用制限を徹底する。

４ 林野所有（管理）者への指導

市（危機管理課）は、県と連携し、林野火災予防のため、林野所有（管理）者に対して、次の

事項を指導する。

ア 防火線、防火樹帯の設置及び造林地における防火樹の導入

イ 自然水利の活用等による防火用水の確保

ウ 事業地の防火措置の明確化、作業者に対する防火に関する注意の徹底

エ 火入れに当たっては、森林法に基づく条例等による許可のほか、消防機関との連絡体制

の確立

オ 火災多発期（11 月～３月）における見廻りの強化

カ 林野火災消火用諸資機材の整備

５ 林野火災特別地域対策事業の推進

市（危機管理課）は、林野火災の危険度が高く、特に林野火災対策を強化する必要のある地域

として、林野火災特別地域対策事業の推進に努める。

第２ 災害防止のための気象情報等の充実

１ 火災気象通報等の情報収集

市（危機管理課）は、宮崎地方気象台から発表される次の情報を収集する。

(1)乾燥注意報

空気が乾燥し、火災発生の危険が大きいと予想されるときに発表される。

発表の基準は、最小湿度 40％以下で、実効湿度が 65％以下になると予想される場合である。

(2)火災気象通報

気象の状況が火災の予防上危険であるときは、消防法第 22条に基づき、宮崎地方気象台は、

直ちに県（危機管理局）に通報し、通報を受けた県は、直ちに市長に通報する。

火災気象通報の基準は、「乾燥注意報」及び「陸上を対象とした強風注意報」の基準と同一で

あり、通報基準に該当又は該当するおそれがある場合に火災気象通報として通報する。なお、

降水、降雪が予想される場合は、火災気象通報としては通報しない。
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２ 火災警報の発令

市長は、県から火災気象通報を受けたとき又は気象の状況が火災の予防上危険であると認める

ときは、火災警報を発令する。

火災警報を発令する場合は、防災行政無線や市メール配信サービスあるいは消防法施行規則第

34 条の火災警報信号により周知する。

■火災警報信号

第３ 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え

１ 情報の収集・連絡体制の整備

(1)多様な情報収集手段の活用

市（危機管理課）は、林野火災における出火防止と早期発見のため、消防職員及び消防団員

などによるパトロールのための巡視員用の携帯無線機、双眼鏡（暗視装置）等の装備を充実強

化するよう努める。

(2)通信手段の確保

市（危機管理課）は、非常通信体制の整備、無線通信システムの効果的な運用、及び応急対

策等災害時の重要通信の確保に関する対策を推進するように努める。

２ 活動体制の整備

市（危機管理課）は、次により活動体制の整備を図る。

ア 林野火災時における職員の非常参集体制の整備

イ 応急活動のためのマニュアルの作成及び職員への周知

ウ 活動手順、資機材や装備の使用方法の習熟

エ 関係機関との連携（林野火災対策連絡会議への参画等）

オ 緊急時ヘリコプターの離発着場及び補給基地の整備、維持管理

３ 消火体制の整備

(1)消防体制の整備

消防団及び消防本部（中央消防署）は、防災関係機関と連携し、自衛隊や警察等の協力を得

て、地域における総合的な消防体制の確立を図る。

また、初期消火の徹底を期するため、森林組合等による自衛消防体制の組織化を図るととも

に、消防相互応援協定等により、広域的な消防体制を確立する。

打鐘信号
余いん防止付

サイレン信号
その他信号

火災警報 ● ●―●―●―●

発令信号 ● ●―●―●―●

１点と４点のまだら打ち

約 30秒

●― ●―

約 6秒

掲
示
板

火
災
警
報
発
令
中

赤
地
の
白
字
、
形
状
、

大
き
さ
は
適
宜
と
す

る
。
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(2)消防施設・設備の整備

消防団及び消防本部（中央消防署）は、防火水槽や自然水利利用施設の増強を図るとともに、

設備整備に努める。

第４ 市民の防災活動の促進

１ 防災知識の普及、予防啓発活動

市（危機管理課）、消防団及び消防本部（中央消防署）は、防災関係機関と連携し、火災発生

期に予防広報を積極的に推進する。

(1)「宮崎県林野火災予防運動」の推進

毎年１月 30 日～２月５日の林野火災予防運動実施期間中に、広報紙等を活用し周知徹底を図

る。

(2)防火パレードの実施

防災関係機関と一体となって、自動車による防火パレードを実施し、林野火災予防の啓発活

動を実施する。

(3)広報等の実施

林野火災に対する喚起を促すため、広報誌や新聞広告等による広報宣伝に努める。

(4)その他各種広報の実施

あらゆる機会を利用し、市民等に対する効果的な啓発活動を行う。

２ 防災訓練の実施

市（危機管理課）、消防団及び消防本部（中央消防署）は、県、自衛隊、県警察本部等関係機

関と連携し、林野火災対策のための訓練を実施する。
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第３節 林野火災応急対策計画

［施策の基本方針］

林野火災が発生した場合、速やかに消火・救急・救助活動、避難誘導等を行うほか、二次災害

防止を図るための措置を講ずる。

［施策の体系・担当部署］

第１ 活動体制の確立

本部班は、大規模な林野火災が発生した場合には、直ちに本部等を設置し、防災関係機関等と

連携して災害応急対策を円滑に行う体制をとる。

火災が拡大し、本市単独では対処できないなど、災害の拡大が予想されるときは防災関係機関

の協力を得て本部を設置する。本部の任務の概要は次のとおりである。

ア 応援協定等に基づく隣接市町村等の応援隊の出動要請

イ 空中消火の要請の検討

ウ 応援隊、飛火警戒隊、補給隊等の編成

エ 警戒区域の指定

第２ 災害情報の収集・連絡

１ 火災通報

ア 本部班は、消防対策部（消防対策班）と連携し、火災の発見者から通報を受けた場合に

は、あらかじめ定めている出動体制をとるとともに、警察署、隣接市町村等に通報する。

イ 本部班は、林野火災の発生について、地区住民、入山者等に対し周知を図る。

ウ 本部班は、火災の規模等が次の条件に達するとき、又は必要と認めるときには、県（危

機管理局）に即報を行う。

○火災の状況、気象状況、及び火災現場の地形等から判断して、覚知から１時間以内に鎮

圧できないか、又は鎮圧することができないと予想される場合

○火災の状況、気象状況及び火災現場の地形等から判断して、空中消火を必要とすること

が予想される場合

○林野火災によって人的被害が発生するか、又はその危険が予想されるとき

○近くに火薬工場や火薬の保管倉庫あるいは危険物施設などが存在しており、二次災害の

危険性が予想されるとき

施策 担当部署（本部設置時）

第１ 活動体制の確立 本部班

第２ 災害情報の収集・連絡 本部班

第３ 消火活動及び救急・救助活動 消防対策班、消防水防対策班、本部班

第４ 市民等の避難及び救助対策 本部班、地方創生班、消防水防対策班

第５ 被災者等への的確な情報伝達活動 企画広報班

第６ 二次災害の防止活動 建設班
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○次に示す国の即報基準に達するか、又は達することが予想されるとき

・焼損面積が 10ha 以上と推定されるもの

・空中消火を要請又は実施したもの

・住宅等へ延焼するおそれがあるもの

２ 林野火災通報等連絡系統

林野火災通報に係る連絡系統は次のとおりである。

■林野火災発生時の情報連絡系統図

３ 林野火災マップによる情報の連絡

本部班及び防災関係機関は、林野火災の発生場所等を連絡する際は、林野火災マップを利用す

るものとする。このマップは、国土地理院発行の地図にＵＴＭグリッド（１㎞メッシュ）を組み

込んだものである。

第３ 消火活動及び救急・救助活動

１ 地上防御

(1)消火体制の確立

消防対策部（消防対策班）及び消防水防対策部（消防水防対策班）は、林野火災を覚知した

場合は、火煙の大きさ、規模などを迅速に把握し、消火体制を整えて出動する。林野火災は、

強風下で異常乾燥が続く気象条件下で多く発生し、延焼速度が速いため、対策人員の増強を逐

次図るとともに、宮崎県消防相互応援協定に基づく広域応援を要請するなど、火勢に対応でき

る消火体制を確立する。

(2)防御作戦

消防対策部（消防対策班）及び消防水防対策部（消防水防対策班）は、現場状況を的確に把

握し、迅速かつ有効な防御作戦を展開する。林野火災の防御戦術として、一般にＵ字戦術が用

林野火災発生

警 察 署

小林市

消防本部
（中央消防署）

自 衛 隊

消 防 庁

森林管理局

森林組合

森林管理署

農林振興局

自然環境課

県危機管理局

県警察本部
(地域課)

消 防 団

交番・駐在所

発 見 者
パトロール

トラック
協 会

林 野 庁
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いられているが、これは過去に拡大した林野火災を収集分析すると、地形と風速によってＵ字

あるいは横Ｕ字に延焼していることによる。

防御活動のための消火隊員の進入、展開方法は次の方法があり、風向、地形、林相等を総合

的に判断して決める。

ア 延焼方向の側面から進入する方法

イ 焼け跡から進入する方法

ウ 等高線から進入する方法

エ 谷川等の沢筋から進入する方法

オ 山の反対側から進入する方法

(3)地上における消火活動

地上における林野火災の防御方法には、注水による防御、叩き消し、土掛けによる防御、防

火線による防御、迎え火による防御があるが、火災の規模、水利の方法、植生の状況、地形等

を考慮して最も効果的な方法で対処する。

(4)安全管理

林野火災における防御は、安全第一でなければならない。過去の事例に見られるように、林

野火災現場においては、人身事故の危険が大きい。したがって、現場指揮者はもちろん関係者

全員が細心の注意を払い事故を未然に防止し、災害の防止に努める。

(5)残火処理と跡地対策

林野火災は、焼失面積が大きくなりがちで、区域全般にわたり、詳細に残り火を点検し処理

することが困難である。特に堆積可燃物（地被物）内の深部、空洞木、根株又は朽木類の残り

火は、長時間にわたって燃焼を続け、これらが風にあおられて火の粉をまき散らし、残存可燃

物に着火して再出火する危険が大きい。また、残火処理の段階に至ると隊員の疲労が重なり注

意力も散漫になりやすいため、現場指揮者は残火処理の重要性を認識させ、注意力を喚起して

残火処理に万全を期す。

また、広範囲な林野火災の跡地は、風雨に弱く、強風時に灰や土煙が発生して風下に対して

公害を発生させ、雨の多い場合には保水性の低下から土石流の原因になりやすいため、草木が

繁茂するまでは、巡視により異常を発見した場合は直ちに対策を講ずる。

２ 空中消火

(1)空中消火の概要

空中消火とは、ヘリコプターにより空中から火点又はその付近に消火剤水を散布し消火を行

う作業のほか、現地指揮本部の設置、空中消火基地及び火災現場の作業を含めた活動をいう。

(2)空中消火の要請基準

本部班は、次の基準により県や自衛隊に対して空中消火を要請する。

ア 地形等の状況により、地上の防御活動が困難な場合

イ 火災規模に対して、地上の防御能力が不足、又は不足すると判断される場合

ウ 人命の危険、人家等への延焼危険、その他の重大な事態を避けるために、必要と認めら

れる場合
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エ 火災の状況から判断して、初期消火段階での空中消火が延焼防止のために極めて有効で

あると認められる場合

(3)空中消火の要請手続き

空中消火の要請は、次の系統図により行う。

■空中消火の要請系統

※資料編Ｊ-６［林野火災に対する警戒強化及び空中消火の積極的な活用について（通知）］参照

本部長（市長）から県（危機管理局）に対する電話等による依頼については、本部長（市長）

自身か、本部長（市長）の意思を直接伝達し得る立場の副本部長（副市長等）とする。

空中消火の要請に当たって明確にすべき事項は、次のとおりである。

ア 空中消火基地の設置場所、その周辺の状況及び目標物

イ 空中消火要請市の連絡場所及び連絡者

ウ 資機材等の空輸の必要の有無

エ 空中消火用資機材等の整備状況

オ その他空中消火を実施するにあたり、参考となるべき事項

(4)空中消火の準備

①現場状況等の報告

本部長（本部班）は、災害情報を県に報告する。

②空中消火基地の選定

空中消火基地については、火災現場に近く、資機材輸送のための大型車両等の進入が容易

で、連続空中消火に対応できる十分な水利環境を有している平坦場所を選定する。

なお、ヘリコプター離発着場の設置については、県（危機管理局）及びヘリコプターの運

用機関と協議の上で、所要の措置を講ずる。

③火災現場付近の状況把握

空中消火を効果的かつ安全に実施するため、気象状況（天候、風向、風速）を常に把握す

る。また、ヘリコプターの飛行地域の障害物を把握する。

④輸送手段等の確保

資機材等を空中消火基地に運ぶため、本部班は、県と連携し、輸送ルート、輸送手段を確

立しておく。

⑤地上活動要員の確保

空中消火を実施するためには、消火薬剤の混合、水のうへの散布液の注入等多数の人手を

小林市長 要請者知事

消防庁長官

広域航空消防応援

陸上自衛隊

第24普通科連隊長

災害派遣要請

消防組織法
第 44条に
基づく要請

要請先

空中消火
の要請
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要するため、本部班は地上防御活動要員とは別に、空中消火支援のための対策要員（消防団

員等）を確保する。なお、薬剤の混合については、混合の知識を有する専門業者を立ち会わ

せる。

(5)空中消火活動

地上での消火薬剤の調合の後、ヘリコプターで水のうを引き上げる方法で消火活動を行う。

なお、地上部隊と空中消火部隊との連携をとるため、事前打ち合わせを行う。

本部班は、空中消火を実施する（実施した）場合は、速やかに県（危機管理局）に次の事項

について報告する。

ア 発生場所

イ 発生時間及び覚知時間

ウ 空中消火を要請した時刻

エ 現場の状況

オ 消防職員及び消防団員の出場状況

カ その他必要な事項

(6)空中消火の実施に伴う経費の分担

次の経費は本部の負担とする。なお、２以上の市町村にわたる場合には、関係市町村が協議

して負担割合を定めるものとする。

■本部の経費負担

第４ 市民等の避難及び救助対策

１ 入山者等の実態の把握

ア 本部班は、林業作業期（夏：下草刈、秋～冬：枝落とし、春：植栽）においては森林管

理者が入山していることが多いため、森林所有者又は家族等から入山状況、所在等につい

て確認する。

イ ハイキングコース等のある林野では、行楽期には入山者が多数にのぼり、かつ範囲が広

くその実態を把握することが困難である。本部班は避難者、付近住民等からの情報収集に

努め、入山状況をできるだけ詳細に確認する。

ウ 総合政策対策部（地方創生班）は、広報車等を活用して、入山関係者及び各家庭に呼び

かけて入山者を確認するよう努める。

県の保有する資機材の

使用に係る次の経費

ア 資機材の引渡し及び返納に要する費用

イ 使用期間中における資機材の維持管理及び補修に関する費用

ウ き損又は消費した資機材の購入補填に要する費用

エ 資機材の使用により、人身又は物件に対して損害を与えた場合

には、その補償に要する費用

自衛隊の派遣部隊等に

係る次の費用

ア 派遣部隊が連絡のため宿泊施設に設置した電話及び通話料金

イ 派遣部隊が宿泊のために要した宿泊施設借上料、光熱水料、入

浴料

ウ 活動のため現地で調達した資機材の費用

エ その他必要な経費については、事前に協議しておく
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２ 避難誘導

避難誘導に当たっては、火流の方向を予測し、可能な限り主火流と直角方向になるように行う。

なお、火勢が激しく、かつ延焼範囲も広範で、市民の安全確保が困難な場合には、相当の時間

的余裕を持って避難するよう指示する。

避難誘導は、広報車、パトカー、携帯拡声器等の手段により行う。

第５ 被災者等への的確な情報伝達活動

総合政策対策部（企画広報班）は、次の事項について被災者等に的確に情報を伝達する。

なお、伝達に当たっては、報道機関の協力を得る。

ア 林野火災の状況

イ 二次災害の危険性に関する情報

ウ 安否情報

エ 交通規制状況

オ ライフラインや交通施設の被害及び復旧状況

第６ 二次災害の防止活動

林野火災により流域が荒廃した地域の下流部においては、火山泥流や土石流等が発生するおそ

れがあるため、経済建設対策部（建設班）は、これら二次災害の発生防止に努める。

また、危険箇所の点検等を行うとともに、危険性が高いと判断された箇所については関係住民

への周知を図り、警戒避難体制の整備を行うとともに、国や県の関係機関と調整を図り、速やか

に砂防設備、治山施設、地すべり防止施設等の整備を推進する。
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第７章 原子力災害対策

第１節 基本的な考え方等

第１ 基本的考え方

原子力規制委員会が定める「原子力災害対策指針」（平成 27 年８月全部改正）において、原子

力災害対策重点区域を有する自治体においては、地域防災計画において原子力災害対策編を定め

ることが義務づけられている。

宮崎県内には、「原子力災害対策特別措置法」（平成 11年法律第 156 号。以下「原災法」という。）

に規定される原子力事業所の立地はないが、隣接県である鹿児島県の薩摩川内市には、本市より

最も近い原子力事業所である九州電力川内原子力発電所があり、本市境まで最短で 65km の距離に

ある。

■原子力災害対策の区域区分

※ＰＡＺ: Precautionary Action Zone

※ＵＰＺ: Urgent Protective Action Planning Zone

しかし、平成 23 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う東京電力株式会社福島第

一原子力発電所事故において、放出された放射性物質の影響や避難を要する区域が極めて広範囲

に及んだことを踏まえ、県は県地域防災計画（平成 26 年３月）に原子力災害対策編を新設した。

本市においても、原災法、原子力災害対策指針、その他関係法令等、県地域防災計画の趣旨を

踏まえ、万一の場合を想定し、被害の軽減及び拡大防止のための予防対策、応急対策及び復旧対

策を定める。

■この章で用いる用語の定義

目 安 原子力災害対策の内容

重点

区域

原子炉から半径おおむね５km 以内
予防的防護措置を準備する区域（ＰＡＺ）

→ 緊急時は即時避難等を実施

原子炉から半径おおむね 30km 以内
緊急時防護措置を準備する区域（ＵＰＺ）

→ 緊急時は防護措置等を実施

ＵＰＺ外（原子炉から半径おおむね 30km 以上）

ＵＰＺ外の地域

→ 放射性物質の放出後についてはＵＰＺ

における対応と同様

原子力災害 原災法第２条第１号に規定する被害をいう。

原子力事業者 原災法第２条第３号に規定する事業者をいう。

原子力事業所 原災法第２条第４号に規定する工場又は事業所をいう。

警戒事態 原子力災害対策指針に基づく警戒事態をいう。

施設敷地緊急事態 原子力災害対策指針に基づく施設敷地緊急事態をいう。

全面緊急事態 原子力災害対策指針に基づく全面緊急事態をいう。
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第２ 防災関係機関の業務の大綱

原子力防災に関し、県、市、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、公共的団

体等の防災関係機関が処理すべき事務又は業務の大綱は、【第１編 第２章 第１節「防災関係機関

の実施責任と処理すべき業務の大綱」】を基本とする。

なお、九州電力株式会社については、特に下記のとおり定める。

■九州電力株式会社

災害予防

災害応急対策

①原子力施設における原子力災害の発生の防止に関する措置に関すること。

②従業員に対する防災に関する教育及び訓練に関すること。

③関係機関との情報連絡体制の整備及び防災上必要な情報の提供に関すること。

④原子力災害の拡大の防止や原子力災害の復旧に関すること。

⑤この計画に基づき、県、市町村その他の防災関係機関が実施する対策への

協力に関すること。
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第２節 原子力災害予防計画

［施策の基本方針］

川内原子力発電所において万一事故が発生した場合を想定し、被害の軽減及び拡大防止のため

の予防対策を推進する。

［施策の体系・担当部署］

第１ 情報の収集・連絡体制等の整備

１ 情報の収集・連絡体制の整備

市（危機管理課）は、平常時より緊急時の県その他防災関係機関との情報通信の確保に努める。

その際は、県を通じて九州電力株式会社や鹿児島県との連携を密にし、緊急時の連絡方法や体制

の確認に努める。

２ 情報の分析整理

市（危機管理課）は、平常時より原子力災害対策関連情報の収集・整理に努める。また、県と

連携し、防護資機材等に関する資料の収集・整備を図る。

３ 通信手段の確保

市（危機管理課）は、県との的確な情報伝達のため、防災行政無線の活用を図るとともに、伝

送路の多ルート化などの災害に強い伝送路の構築に努める。

第２ 応急体制の整備

１ 災害対策本部の体制整備等

市（危機管理課）は、本部等を迅速・的確に設置・運営するため、本部等の設置場所、組織・

所掌事務及び運営に必要な資機材の調達方法等についてあらかじめ定める。また、事態が長期化

した場合に備えた職員の動員体制の整備を図る。

２ 職員の参集体制の整備

市（危機管理課）は、川内原子力発電所での災害発生時に必要な体制が迅速にとれるよう職員

の参集基準や連絡経路を明確にするなど、職員の参集体制の整備を図る。

施策 担当部署（平常時）

第１ 情報の収集・連絡体制等の整備 危機管理課

第２ 応急体制の整備 危機管理課

第３ 市民の屋内退避、一時移転等に係る体制の整備 危機管理課

第４ 医療体制及び健康相談体制の整備 健康推進課

第５ 市民等への的確な情報伝達 危機管理課、企画政策課

第６ 原子力防災等に関する市民等への知識の普及、啓発 危機管理課

第７ 防災訓練の実施 危機管理課
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３ 防災関係機関相互の連携体制

市（危機管理課）は、平常時から県を通じて、国、鹿児島県、自衛隊、警察、海上保安庁、医

療機関、指定公共機関、指定地方公共機関、原子力事業者及びその他の関係機関と原子力災害対

策に係る体制について相互に情報を交換し、防災関係機関の有する機能の把握に努めるなど、相

互の連携体制の強化を図る。

４ モニタリング体制等

市（危機管理課）は、原子力災害時に県が実施する環境放射能水準調査に協力する。

５ 人材及び防災資機材の確保等に係る連携

市（危機管理課）は、地震等による大規模な自然災害等との複合災害（同時又は連続して２以

上の災害が発生し、それらの影響が複合化することにより、被害が深刻化し、災害応急対応が困

難になる事象）の発生により、防災活動に必要な人員及び防災資機材が不足するおそれがあるこ

とを想定し、これらの確保等において、県や防災関係機関と相互の連携を図る。

第３ 市民の屋内退避、一時移転等に係る体制の整備

１ 屋内退避、一時移転等に係る体制の構築

市（危機管理課）は、防災関係機関等と連携し、原子力災害対策指針等を踏まえ、市民の屋内

退避、一時移転及び避難に係る体制の構築に努める。

なお、「避難」は空間放射線量率等が高い又は高くなるおそれのある地点から速やかに離れる

ために緊急で実施するものであり、「一時移転」は緊急の避難が必要な場合と比較して空間放射

線量率等は低い地域ではあるが、日常生活を継続した場合の無用の被ばくを低減するため、１週

間程度内に当該地域から離れるため実施するものである（以下「一時移転及び避難」を「一時移

転等」という）。

２ 屋内退避、一時移転等に係る避難所の確保・整備

市（危機管理課）は、気密性、遮蔽性の高い造りの公共的施設等を屋内退避、一時移転等に係

る避難所として指定するよう努める。

第４ 医療体制及び健康相談体制の整備

市（健康推進課）は、県と連携し、健康及び医療等に係る市民等からの相談に対応できるよう、

対応窓口を明確化するなど、相談体制の整備を図る。

第５ 市民等への的確な情報伝達

市（企画政策課）は、県から施設敷地緊急事態又は全面緊急事態に係る連絡を受けた場合、迅

速かつ確実に市民等に情報を伝達する。広報については、【第２編 第３章 第５節「災害広報活動

（被災者等への的確な情報伝達）」】に従い、災害情報の周知に努める。
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第６ 原子力防災等に関する市民等への知識の普及、啓発

市（危機管理課）は、県と協力し、市民等の原子力防災に関する知識の普及・啓発のため、次

に掲げる事項の広報活動の実施に努める。

ア 放射性物質及び放射線の特性に関すること

イ 原子力施設の概要に関すること

ウ 原子力災害とその特性に関すること

エ 放射線による健康への影響及び放射線防護に関すること

オ 緊急時に県や国等が講ずる対策の内容に関すること

カ 屋内退避及び一時移転等に関すること

キ 要配慮者への支援に関すること

ク 緊急時にとるべき行動に関すること

ケ 避難所での運営管理、行動等に関すること

第７ 防災訓練の実施

市（危機管理課）は、県と連携し、屋内退避、一時移転等や除染活動など原子力防災にも応用

可能な要素が含まれている総合防災訓練や国民保護訓練と連携した計画的な原子力防災訓練の実

施に努める。
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第３節 原子力災害応急対策計画

［施策の基本方針］

警戒事態、施設敷地緊急事態及び全面緊急事態が発生した場合は、県、防災関係機関と連携し、

速やかに被害軽減又は拡大防止を図るための措置を講ずる。

［施策の体系・担当部署］

第１ 活動体制の確立

本部班は、県と九州電力株式会社が締結した「川内原子力発電所に係る防災情報等の連絡に関

する覚書」に定められた「非常時」（施設敷地緊急事態又は全面緊急事態）又は「異常時」（警戒

事態等）の事象が発生した場合、県から連絡を受けるための体制を確保する。

また、国による緊急時モニタリング（放射性物質若しくは放射線の異常な放出又はそのおそれ

がある場合に実施する環境放射線モニタリング）が開始された場合は、県を通じてその情報収集

に努める。

■原子力災害時の体制・配備基準

第２ 市民等への的確な情報伝達活動

１ 市民等への情報伝達活動

総合政策対策部（企画広報班）は、県から施設敷地緊急事態又は全面緊急事態に係る連絡を受

けた場合、迅速かつ確実に市民等に情報を伝達する。

２ 市民等からの問い合せに対する対応

本部班は、県と連携し、市民等の安心に資するため、必要に応じて問合せに対応する相談窓口

施策 担当部署（本部設置時）

第１ 活動体制の確立 本部班

第２ 市民等への的確な情報伝達活動 本部班、企画広報班

第３ 市民避難等の防護活動 本部班、企画広報班、避難収容班、福祉対策班、

保健・救護班、消防水防対策班

第４ 緊急時モニタリングの実施 本部班

第５ 医療及び健康相談の実施 保健・救護班、市立病院対策班

第６ 飲料水、飲食物の摂取制限等 保健・救護班

第７ 広域一時滞在の受入れ 本部班

防災体制 配備種別 配備の基準

情報連絡

本 部
予備配備

ア 川内原子力発電所において、警戒事態又はこれに準じる事象が

発生した場合

イ その他、宮崎県危機管理局長が必要と認めたとき

災害警戒

本 部
警戒配備

ア 川内原子力発電所において、施設敷地緊急事態が発生した場合

イ その他、宮崎県危機管理統括監が必要と認めたとき

災害対策

本 部
非常配備

ア 川内原子力発電所において、全面緊急事態が発生した場合

イ その他、宮崎県知事が必要と認めたとき
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を設置する。

なお、市民等のニーズを踏まえ、情報の収集・整理・発信を行う。

第３ 市民避難等の防護活動

本部班は、原災法による国の指示等に基づき、屋内退避又は一時移転等の措置を実施する。

１ 屋内退避、一時移転等の指示等

原子力発電所から 30ｋｍを超える区域においても、原子力発電所の事故状況によっては、屋

内退避の防護措置が実施される場合がある。また、放射性物質の放出後、国が主体となって実施

する緊急時モニタリングの結果、原子力災害対策指針に定める基準値を超える空間放射線量率が

計測された地域について、一時移転等の防護措置が実施される場合がある。

本部班は、内閣総理大臣から原子力緊急事態宣言が発出された場合、市民等に対して屋内退避

を実施する可能性がある旨の注意喚起を行う。また、県から指示の伝達を受けた場合は、区域内

の住民に対して屋内退避又は一時移転等の指示を行う。

２ 屋内退避の実施

本部班は、消防、警察等関係機関の協力のもと、屋内退避の指示のあった区域内の屋外にいる

市民等に対し、速やかに自宅等に戻るか、近くの公共施設等に屋内退避するよう指示する。市民

等は、屋内退避の防護措置を実施する場合、速やかに自宅や職場、近くの公共施設等へ屋内退避

する。

なお、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の流行下において、原子力災害が発生した場合、

被ばくによるリスクとウイルスの感染拡大によるリスクの双方から、市民等の生命・健康を守る

ことを最優先とする。具体的には、避難又は一時移転を行う場合には、その過程又は避難先等に

おける感染拡大を防ぐため、避難所・避難車両等における感染者とそれ以外の者との分離、人と

人との距離の確保、マスクの着用、手洗いなどの手指衛生等の感染対策を実施する。

３ 避難所の開設及び運営

市民生活対策部（避難収容班）は、屋内退避、一時移転等に備えて指定避難所を開設し、市民

に対して周知を図る。

４ 要配慮者等への配慮

健康福祉対策部（福祉対策班、保健・救護班）は、指定避難所への誘導、指定避難所での生活

に関して、要配慮者及び一時滞在者の健康状態に十分配慮する。

第４ 緊急時モニタリングの実施

本部班は、県が実施する緊急時モニタリングに協力する。また、国及び県のデータを収集し、

対策に活用する。
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第５ 医療及び健康相談の実施

健康福祉対策部（保健・救護班）及び市立病院対策部（市立病院対策班）は、県と連携し、医

療及び健康相談等を実施する。

第６ 飲料水、飲食物の摂取制限等

健康福祉対策部（保健・救護班）は、県と連携し、国の指導・助言・指示又は県の指示及び放

射性物質による汚染状況調査に基づき、飲食物の出荷制限、摂取制限等の必要な措置を講ずる。

第７ 広域一時滞在の受入れ

本部班は、川内原子力発電所での原子力災害に伴い、県を通じて国、鹿児島県から広域一時滞

在のための協力要請がなされた場合には、県と連携して調整を行うとともに、必要な支援を行う

体制をとる。
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第４節 原子力災害復旧・復興計画

［施策の基本方針］

原子力災害による災害復旧・復興については、【第２編 第４章「災害復旧・復興計画」】による

ほか、次のとおりとする。

［施策の体系・担当部署］

第１ 環境放射線モニタリングの継続と結果の公表

市（危機管理課）は、県と連携し、原子力緊急事態解除宣言が行われた際は、国の指示や助言

を踏まえて平常時のモニタリング体制に移行し、その結果の公表に努める。

第２ 風評被害等の影響軽減

市（企画政策課、商工観光課及び農業振興課）は、県と協力し、科学的根拠に基づく農林水産

業、地場産業の産品等の適切な流通が確保されるよう広報活動等を行う。

第３ 市民健康相談

市（健康推進課及び市立病院事務部）は、県及び医療機関等の協力を得て、被ばく者のアフタ

ーケアを行うとともに、避難等を行った市民や避難者の受入れに協力した市民等の心身の健康に

関する相談に応じるための体制確保に努める。

施策 担当部署（平常時）

第１ 環境放射線モニタリングの継続と結果の公表 危機管理課

第２ 風評被害等の影響軽減 企画政策課、商工観光課、 農業振興課

第３ 市民健康相談 健康推進課、市立病院事務部


